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域が B 級グルメに取り組むようになった(千葉, 2011)。愛 B リーグは全国 78 団体(2014 年
3 月現在は 64 団体／団体は基本的に市町村単位)が参加する活動となり、1 年に１度開催す
る全国大会「ご当地グルメでまちおこしの祭典! B-1 グランプリ」は、約 60 万人の来場者
を集めるイベントとなっている。しかしながら、B-1 グランプリでの優勝「食」について、
Google 上の検索ボリューム(料飲分野)をみてみると、愛 B リーグ設立のきっかけとなり、
第 1 回、2 回の優勝「食」である“富士宮焼きそば”は、継続的な検索ボリュームを得てい
るものの、その後の優勝「食」は、大会時に瞬間的に検索されるにすぎない(図 1-1)。 
同様の構図となっているのが、B 級グルメと並び、近年注目されるようになっている「ゆ






1,245 体、総投票数 17,435 万票にまで拡大している。しかしながら、B 級グルメと同様に、
こちらも Google 上の検索ボリューム(旅行分野)によれば、ゆるキャラが注目されるきっか
けをつくり、第 1 回グランプリ優勝(記名投票)でもある「ひこにゃん」に対し「くまモン」






                                                   
3 ゆるキャラという言葉自体は 2004 年に商標登録されたものである。 
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表 1-1 市区町村議会での「B 級グルメ」や「ゆるキャラ」活用に関する質問と答弁例 
 
Note：Google を利用し、「議会 質問 ゆるキャラ(および B 級グルメ)」にて検索し、ヒッ
トした議会議事録より特徴的なものを筆者が抜粋し作表。 
 
















































































































図 1-1 B-1 グランプリ歴代優勝食の検索ボリューム推移 
Note：Google Trends のサービスを利用し、Google 上での各キーワードの検索ボリューム
を取得し、グラフ化。ただし、検索ジャンルは「Food & Drink」としている。検索




図 1-2 ゆるキャラグランプリ歴代優勝キャラの検索ボリューム推移 



























































































                                                   













国土交通省, 2002; 黒田, 2004; JTB 総合研究所, 2010)。 
国際的な取り組みでも同様である。ユネスコによる世界遺産登録についても、登録後、
持続的に観光客数をのばす地域は限定されることが指摘されている(服藤, 2005)。そこで、
1990 年代に登録された 10 の地域について見てみると、登録後、2～3 年経っても観光客数
が増えている地域は 4 地域（白神山地、屋久島、白川郷、古都奈良）に留まる(図 1-4)。そ










日本を代表する動物園となった。しかしながら、300 万人を超えたのは 2006 年と 2007 年
の 2 年のみで、2008 年以降は減少傾向となり、その後も、施設の新増設は行われているに
もかかわらず 5 年後の 2012 年度には 162 万人とほぼ半減としている(図 1-6)。 
世界遺産や旭山動物園の推移を見て気づくのは、世界遺産登録やマスメディア露出によ
って、仮に観光客数が増大したとしても、3 年や 5 年という時間軸でみると、それ以前の観
光客数増減傾向に戻る傾向が高いということである。例えば、旭山動物園では 1997 から




                                                   
5 2013 年度の実際の入園者数は 161 万人。これに対し、回帰分析による傾向線から算出




図 1-4 世界遺産の登録年前後の観光客数推移(登録 2 年後以降も増大傾向にある地域) 
出典：服藤(2005)の資料をもとに、登録年を基準とした観光客数を算出し作成 
 















































































































































                                                   
7例えば、2013年11月の改正耐震改修促進法の施行によって、一定規模以上の旅館は 2015
年度末までに耐震診断を受けることが義務づけられたが、耐震化工事の実施は大変、厳し


























































































































































































































町村などで策定する観光計画や目標設定が、短いもので 3 年程度、長いもので 10 年程度と
なることから、短期を 3 年程度、中期を 5 年程度、長期を 10 年程度として扱う。 
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2.2.1 戦後から高度経済成長期 ～レジャーブーム／全総および新全総 
太平洋戦争後、我が国は、世界でも例が無いとされる急速な復興を成し遂げることに成


































しており、また、団塊世代(1947～1949 年生まれ)が、10 代後半から 20 代半ばにさしかか
る時期であり就職、結婚、出産の時期に合致する。つまり、大都市圏で余暇需要が急増す































































































表 2-2 総合保養地域整備法成立（1987 年）以前の各省庁のリゾート構想 
省庁名 構想名 
建設省 複合リゾートカントリー構想 
























の 5 年間で、約 2 割増となる 1,000 万人にまで増大させる海外旅行倍増計画(通称、テン・
ミリオン計画)を策定している。本計画は、開発途上国を対象に経済・技術協力支援を行う
国際観光開発総合支援構想(ホリディ・ビレッジ構想)と共に展開され、円高や好景気を背景


















法の 1 つとして明確に位置づけた。 








さらに、1998 年のまちづくり 3 法の制定によって、まちなか観光、都市観光も、中心市




































支援する体制が構築された。しかしながら、2011 年を目標達成年次とした第 1 次となる観
光立国推進基本計画で掲げた 5 つの目標値の内、4 つまでが未達という結果に終わった(表
2-3)。そして、2013 年現在、国では、第 2 次となる観光立国推進基本計画(目標年次 2017
年)を策定し、新たな目標に向けた取り組みを展開中である(表 2-4)。 
 
表 2-3 第 1 次観光立国推進基本計画目標達成状況 
目標（達成年次：2011 年）  計画策定時の現数値 達成状況 
観光旅行消費額を 30 兆円にする 24.4 兆円（2005 年） 未達 
訪日外国人旅行者数を 1,000 万人 733 万人（2006 年） 未達 
国際会議の開催件数を 5 割以上増やす 168 件（2005 年） 達成 
1 人当たりの宿泊数を年間 4 泊にする 2.77 泊（2006 年） 未達 





表 2-4 第 2 次観光立国推進基本計画目標設定 
目標（達成年次：2017 年） 計画策定時の現数値 
観光旅行消費額を 30 兆円 25.5 兆円（2009 年） 
訪日外国人旅行者数を 1,800 万人 622 万人（2011 年推計） 
国際会議の開催件数を５割以上増やす 開催件数 741 件（2010 年） 
１人当たりの宿泊数を年間 2.5 泊とする。 2.12 泊（2010 年） 
海外旅行者数を 2,000 万人 1,699 万人（2011 年推計） 
訪日外国人旅行者の満足度を「大変満足」




































が、旧方式では 1.28 回であるものが、新方式では 1.70 回へと増大している。そのため、本
















図 2-1 国内宿泊観光旅行市場規模の推移 













































































































































図 2-2 2000 年代の旅行市場の推移 



















1961年 94,287 0.36 33,943 0.31
1966年 99,036 0.55 54,470 0.50
1971年 105,145 0.75 78,859 0.73
1976年 113,094 0.96 1.36 108,570 153,808 1.00 1.00
1977年 114,165 1.37 156,406 1.02
1978年 115,190 1.55 178,545 1.16
1979年 116,155 1.24 144,032 0.94
1980年 117,060 1.20 140,472 0.91
1981年 117,902 1.23 145,019 0.94
1982年 118,728 1.15 136,537 0.89
1983年 119,536 1.17 139,857 0.91
1984年 120,305 1.32 158,803 1.03
1985年 121,049 1.35 163,416 1.06
1986年 121,660 1.18 143,559 0.93
1987年 122,239 1.28 156,466 1.02
1988年 122,745 1.26 154,659 1.01
1989年 123,205 1.41 173,719 1.13
1990年 123,611 1.54 190,361 1.24
1991年 124,101 1.73 214,695 1.40
1992年 124,567 1.57 195,570 1.27
1993年 124,938 1.64 204,898 1.33
1994年 125,265 1.62 202,929 1.32
1995年 125,570 1.49 187,099 1.22
1996年 125,859 1.51 190,047 1.24
1997年 126,157 1.63 205,636 1.34
1998年 126,472 1.62 204,885 1.33
1999年 126,667 1.55 196,334 1.28
2000年 126,926 1.52 192,928 1.25
2001年 127,316 1.42 180,789 1.18
2002年 127,486 1.41 179,755 1.17
2003年 127,694 1.28 1.70 163,448 217,080 1.06 1.00
2004年 127,787 1.18 1.71 150,789 218,516 0.98 1.01
2005年 127,768 1.78 227,427 1.05
2006年 128,901 1.71 220,421 1.02
2007年 128,033 1.52 194,610 0.90
2008年 128,084 1.52 194,688 0.90
2009年 128,032 1.46 186,927 0.86
2010年 128,057 1.32 169,035 0.78
2011年 127,799 1.30 166,139 0.77
2012年 127,515 1.40 178,521 0.82



























































































図 2-3 主要目的別宿泊観光旅行規模推計(人回) 
Note： 宿泊規模は、国民 1 人あたりの宿泊日数(観光白書：旧方式)と国勢調査より全体の規模(人回ベー





回前後でそのまま推移している(図 2-4)。海外旅行のうち 70％（約 1,100 万人回）が観光需





海外旅行者数は激減したが、国内市場は拡大していない。2008 年から 2009 年にかけての
リーマンショックおよび SARS でも同様である。海外旅行が減少しても国内市場が拡大し
ない理由として、国内旅行と海外旅行で市場が分離した可能性が指摘されている。海外旅
行者は 1999 年には、その 6 割以上が 6 回以上の経験者（リピーター）が占める一方、初回






















































































































































































































































































































































































































































年時点、四国 4 県には外国人全体のわずか 0.5％(日本人のみでは 2.5％)しか宿泊していな






























































































































表 2-6 対象地と市場の時系列的な広がりイメージ 
 

































































































図 2-7 VICE モデル 
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とした 4 つのコースを設置している。 
一方、海外では、学際的な領域であるということに違いはないが、社会、経済、経営、











































TSA(United Nations. Statistical, 2008 )では、ツーリズムとして、以下のように定義され
ている。 
” Tourism is more limited than travel as it refers to specific types of trips: those 
that take a traveler outside his/her usual environment for less than a year and for 
a main purpose other than to be employed by a resident entity in the place visited” 
49 
 






(Goeldner and Ritchie, 2009)。 
”the processes, activities, and outcomes arising from the relationships and the 
interactions among tourists, tourism suppliers, host governments, host 
communities, and surroundings environments that are involved in the attracting 










































宿泊地の 3 種に細分化することもある(溝尾, 2008)。また、鈴木（1974）は、観光計画の対
象地として世界（国際）レベルから施設レベルまで 7 段階に区分した上で、観光地域を 5
















“the fundamental unit on which all the many complex dimensions of tourism 
are based; basic unit of analysis in tourism; a focal point in the development 



















































































究がある(溝上ら, 2002; 溝上ら, 2000; 高橋, 1990; 三浦, 2004; 森川ら, 1995)。例えば、溝
上ら(2002)は、発地(i)から観光地(j)の観光客数（元研究ではトリップ数）(Nij)を、以下のロ
ジットモデルで示している。 





























































































































































図 3-3 観光地イメージの構成 


































図 3-4 競争的環境の種類 















































客数増減とは連動しないと複数の研究者が指摘している (Baum, 1998; Moore and 
Whitehall, 2005)。観光研究でも大橋(2009)が、海外での研究をレビューする形で同様の整
理を行っている。 





























































































ロイヤリティは、"a deeply-held predisposition to re-patronize a preferred brand or 
service consistently in the future, thereby causing repetitive same brand purchasing, 








btjbtjbtjjt LNNN   α  
※ ただし、N(観光客数)、L(観光客のロイヤルティ)、j(観光地)、t(期)、b(任意の期) 
 






ロイヤルティを構成する要素については、大きく 3 つのモデルが提唱されている(Xiaoyun 
et al., 2008)。その中でも、最も基本的なモデルが QVS モデルと呼ばれるものである。この





ビス提供者に対する顧客経験に対する総合的な評価(Hun. et al., 2008)」などと定義される。 
2 つ目のロイヤルティの構成モデルは、信頼感や思い入れといった要素（以下、信頼感等）
が QVS と、ロイヤルティを仲介するというリレーションシップ・クオリティモデルである
(Xiaoyun et al., 2008)。なお、信頼感は「相手の実効性に対する確信(Dwyer et al., 1987)」、コ
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ただ、2003 年の観光立国宣言から 10 年余り。供給側(地域や旅行会社など)の対応は様々
に進められているものの、市場規模は減少傾向を続けているのが実状である。例えば、2007
年には、地域で独自の観光プログラムを販売できるように、第 3 種旅行業の範囲の拡大(従













向に転じた 1997 年頃に注目すると、消費税の 3％から 5％への増税(1997 年)、非正規雇用
の増大(1990 年:20%、1999 年:25%、2003 年:30%／出典：総務省統計局「労働力調査」)
や所得減少(平均給与額のピークは 1997 年／出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」)、晩















なお、市場縮小に転換したのは 1997 年であるが、本データが 1998 年までは隔年調査であ
り、1997 年データが存在しないため、本節においては転換年を 1998 年として取り扱い、
その前後 10 年を主たる分析対象とする。 
さて、全体の市場規模は、以下の算式で求められる。 
宿泊旅行市場規模＝人口数×実施率×(実施者)1 人あたりの実施回数 




る。また、総需要が減少に転じた 1998 年前後 10 年間で、その平均の差を検証(t 検定)する






図 4-1 旅行実施率及び実施回数の推移 















また、「観光の実態と志向」で、旅行をしなかった理由について、1998 年前後 10 年間で
の違いに注目したところ、唯一、有意な差を確認できたのも「経済的余裕がない」であっ
た(表 4-1)。そこで、給与水準と宿泊観光旅行市場規模指標(表 2-5 より)との関係を見てみ
ると、両者には密接な関係があることが確認8できた(図 4-2)。 
                                                   
8 1988-2004 年の両者の相関は 0.83(3 年の移動平均同士では 0.92)。2005-2011 年の両者








































図 4-2 給与水準と宿泊観光旅行市場規模指標との関係 
Note： 給与水準、宿泊観光旅行市場規模指標共に過去 3 年の移動平均で表示。なお、2005
年より観光白書の統計手法が変更となっている。給与水準は、民間給与実態統計調
査(国税庁)より取得。2010 年を 100 とする消費者物価指数で補正を行い、さらに、









                                                   
9 1988-2004 年の両者の相関は 0.80(3 年の移動平均同士では 0.88)であった(p<0.01)。 
1988～1998年 1998～2008年 有意水準
時間的余裕がない 41.2 41.2



































図 4-3 正規雇用労働者数と宿泊観光旅行市場規模指標との関係 
Note： 正規雇用労働者数、宿泊観光旅行市場規模指標共に過去 3 年の移動平均で表示。な
お、2005 年より観光白書の統計手法が変更となっている。正規雇用労働者数は 1984







宿泊旅行実施回数(旅行未実施者を含む全体平均)を 1998 年前後 10 年間での変化を見てみ






















































図 4-4 20 代人口(千人)と宿泊観光旅行市場規模指標との関係 




図 4-5 60 代人口(千人)と宿泊観光旅行市場規模指標との関係 
Note： 60 代人口、宿泊観光旅行市場規模指標共に過去 3 年の移動平均で表示。なお、2005
年より観光白書の統計手法が変更となっている。60 代人口は国勢調査(総務省)より。 
                                                   
10 1988-2004 年の両者の相関は 0.71(3 年の移動平均同士では 0.79)。2005-2011 年の両




































































1998 年前後 8 年間での旅行同行者別旅行シェア変化に注目すると「友人・知人」や「職場・
学校の団体」が減少し、「家族」が増大する傾向にある(表 4-3)。 
 























家族 30.2 39.7 ***
友人・知人 31.0 28.1 **
家族と友人・知人 12.8 12.1
職場・学校の団体 12.9 7.3 ***
78 
 
and wants, including integral forces that arouse, direct, and integrate a person’s 
behavior and activity” (Yoon and Uysal, 2005) )」となるが、さらに、プッシュ・モチベ
ーションとプル・モチベーションの 2 種に区分できる(Dann, 1977; 1981)。前者は個々人が
旅行を行おうと考える動機、後者は旅行先のどのような魅力に惹かれ、その旅行先を選択









































調査サンプル 1,500 サンプル 
割り付け 研究課題をふまえ、属性別の違いを把握するために性・年代別に均等割
り付けた。 
分析 Minitab 17 
 
4.3.3 調査項目 
(被説明変数) 2013 年中に、宿泊を伴う観光旅行を何回実施しましたか？ 
 
（説明変数）経済的要因 
 世帯年収はいくらですか？【100 万円以下、100～200 万円、200～300 万円、300～
400 万円、400～500 万円、500～600 万円、600～700 万円、700～800 万円、800







































※ 7 段階のリッカートスケールで取得している項目は、「大変そう思う」を 1、「そう思う」








60 代以上、正規雇用に有意な関係が見られた(表 4-4)。 
ただ、全体としての説明力は低く、的中率は 64％（Somers の D：0.33）に留まった。
なお、本サンプルでは、これら説明変数候補間、具体的には、年収、学歴、雇用形態間の






























定数 -0.22 0.11 -1.98 0.05
既婚 0.40 0.12 3.24 0.00 1.49 1.17 1.90
大卒以上 0.50 0.12 4.34 0.00 1.65 1.32 2.07
正規雇用 0.23 0.13 1.80 0.07 1.26 0.98 1.61
世帯年収500万円以上 0.69 0.13 5.50 0.00 2.00 1.56 2.55







定数 2.38 0.36 6.62 0.00
大卒以上 0.47 0.12 3.85 0.00 1.61 1.26 2.04
世帯年収500万円以上 0.60 0.13 4.74 0.00 1.82 1.42 2.33
充実した生活を送れている -0.18 0.06 -3.16 0.00 0.83 0.74 0.93
健康には自信がある 0.11 0.05 2.08 0.04 1.11 1.01 1.23
経済的なゆとりがある -0.13 0.05 -2.37 0.02 0.88 0.79 0.98
友人や家族との関係が良好である -0.13 0.05 -2.35 0.02 0.88 0.79 0.98
今を楽しみたい -0.28 0.06 -4.50 0.00 0.76 0.67 0.86
提案された計画に乗るというのがいつものパターンだ 0.19 0.05 3.68 0.00 1.20 1.09 1.33
自由時間は自分のために使いたい 0.14 0.06 2.57 0.01 1.15 1.03 1.29
繁華街など人の多いところに行きたい -0.16 0.05 -3.36 0.00 0.85 0.77 0.93
将来の目標に向かって自分を向上させることをしたい 0.16 0.05 2.88 0.00 1.17 1.05 1.30
体を動かす方がエネルギー充電になる -0.12 0.05 -2.21 0.03 0.89 0.80 0.99


















調査実施 1999 年から 2009 年（全 11 回） 
調査手法 ネット調査会社のパネル（人口、性年代を反映したトラストパネルを利
用／郵送による調査票の配布と回収、回答者本人による筆記調査 
調査サンプル 配布数 4,000 人/年。回収率は最低 51.1%(1999 年)、最高 64.2%(2008 年) 










均 10,000/年と設定した。次に、2 章(表 2-5)で提示した指標を基に経年変化を算出し 2001




ば、1999～2000 年の人回は、約 1.9 億人回と推計できるので本研究で用いる発生需要 1














図 4-6 人口規模と発生需要規模の関係 
 
 





y = 71.1x 









































y = 0.38x - 64.3 















































そこで、1999 年から 2009 年の 11 年間の発地シェア(宿泊観光旅行の需要が発生した地
方別シェア)を見てみると、発地シェアは南関東が最も多く 34.6％、近畿の 15.1％、東海の
12.7％と、三大都市圏合計で 6 割を超えるという結果が得られた(図 4-8)。一方、人口シェ












プル数が少なくなる)から、1999 年から 2009 年を、1999～2000 年、2001～2003 年、2004

























図 4-9 主要発地域の発生需要規模推移(1999 から 2009 年) 
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jj PDN     (式 4.1) 






















経済学的に市場構造を見ると、競争的環境は 2 つの視点から４つに区分できる(図 5-1)。





















野では、一般的に上位 4 社の市場占有率が 40％を超えると寡占状態とされる。また、イタ
リアの経済学者ヴィルフレド・パレートは、経済全体の大部分は、全体を構成する内の一
部の要素が生み出しているという「パレートの法則」を主張し、その後、このパレートの



























































































































の市町村数は 1,727 であるため、今回の調査対象はその 3 割弱を占
める。 
その上で、分析対象年は期首を 2000 年、期末を調査対象の全市町村















み合わせた複合グラフ)を作成すると、2000 年時点で全体の 10.5％に相当する 49 市町村で
475 市町村の全人泊数の 70％、全体の 28.2％に相当する 134 市町村で全人泊数の 90％を
占めており、かつ、その偏在は 2000 年よりも 2009 年は高まる傾向にあることが確認でき
た(図 5-3)。 
 
図 5-2 市町村別人泊数によるパレート図 
 
この結果を受け、Kotler(1988)が指摘する累積シェア区分と、市町村数のバランスおよび
数値区分のわかりやすさをふまえ、全 475 市町村を 2000 年時点の人泊数を元に 10,000 人




図 5-3 人泊規模ランク別の宿泊施設イメージ(北海道をケースに) 
 
その結果、2000 年時点に 50 万人泊以上であった 57 市町村(全体の約 1 割)で、人泊総量

















































図 5-4  2000 年時点の人泊規模別の市町村数と人泊数シェア（2000 年、2009 年） 
 
道府県別の構成について 





企業経営分野では寡占を「上位 4 社の市場占有率が 40％を超える」としているが、この
定義も満たすことになった (北海道の上位 4 市町村の累積シェアは 47.9%)。さらに、この




図 5-5 上位 1 割市町村の人泊数が同道府県人泊総数に占める割合(2000 年、2009 年) 
 
85 154 78 101 57 




0-10,000 10,000-50,000 50,000-100,000 100,000-500,000 500,000- 

































そこで、50 万人泊以上の 57 市町村に注目すると、北海道登別市(2000 年:148 万人泊
2010 年:116 万人泊)、北海道富良野市(2000 年:53 万人泊2009 年:42 万人泊)、岩手県花
巻市(2000 年:101 万人泊2009 年:80 万人泊)、岐阜県高山市(2000 年:252 万人泊2010
年:205万人泊)、京都府京丹後市(2000年:60万人泊2010年:36万人泊)、長崎県平戸市(2000























2000 年当時、人泊数は 148 万人泊に達していたが、対する定住人口(夜間人口)は、5.5 万人
に過ぎず、人口 1 人あたりの人泊数は 27.0 に達する。対して、同じ北海道で人泊を増加さ
せている帯広市の 2000 年当時の人口は 17.3 万人であり、人口 1 人当たりの人泊数は 3.0
と登別の 1/9 に過ぎない。 
では、なぜ、観光が交流人口を対象とするにも関わらず、定住人口が関係してくるのだ
ろうか。 








図 5-7 競争的環境における持続性確保（競争的持続性）に係る資源群（再掲） 





























































まず、第 1 ステップとして、市町村別の人泊の年増減を算出する。第 2 ステップでは、
第 1 ステップで算出した人泊の年増減率と、地域の一般資源との関係について相関分析を
使って検証する。第 2 ステップにおいて、人泊の年増減率と人口数との間に、有意な関係





または一定増減率モデルの方が説明力は高い(Song and Li, 2008)とされる。そこで、検証









被説明変数（Y）を各年、および過去 3 年、5 年の移動平均とおき回帰分析を実施した。












各年 13.9% 32.2% 53.9%
3年移動平均 17.3% 23.2% 59.6%











係が高まる傾向にあることが確認できた(表 5-3、図 5-8、図 5-9、図 5-10)。 
 
表 5-3 人泊クラス別 2000 年時点人口規模と人泊の年増減率との関係 
人泊クラス 相関係数 
一万人泊以下クラス -0.11  
１～5万人泊クラス 0.31  
5～10万人泊クラス 0.54  
10～50万人泊クラス 0.49  
50万人泊以上クラス 0.70  
 
 






























図 5-9 人口数と人泊数年増減率の関係（5 万人泊～10 万人泊クラス） 
 
 




















































泊数増減傾向別 1 人あたり人泊数の差の検証 
人泊の年増減率と 2000 年時点の人口規模の間に、一定の相関を確認することができた。















表 5-4 人口規模別 人泊増減傾向別 1 人当たり人泊数平均の差 
 
Note：有意差はｔ検定を利用。***は有意水準 1%を示す。 
人口規模2000年 増大傾向 減少傾向 有意差
0-10,000 4.68 17.04 ***
10,000-30,000 4.05 11.14
30,000-100,000 2.39 7.04 ***
100,000- 1.66 3.68 ***
全体 3.15 11.44













































































                                                   
























































2000 年時点で人口規模が 1 万人以下の市町村で、人泊を増大させた市町村では、人口 1 人
当たり人泊数平均は 4.68 であったが、減少させた市町村での人口 1 人当たり人泊数平均は
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とは、 jttjt PDN  の Dtも Pjtも、地域にとっては外生的、所与的な位置づけにあることを
示している。 








2012 年時点の国民 1 人当たりの宿泊数(観光庁, 2013) は 2.2 回、これを人口数で乗じると
2.9 億人泊に達する。これに対し、5 章で述べた「先行地域」の代表例である京都市の人泊






















に繋がる指標であるという理解がある。例えば、Heskett & Schlesinger (1994)は、従業員























これら 3 つの特徴は、いずれも、CS やロイヤルティとタイムシリーズ系のモデル























客数増大との関係性を実証的に検証した先行研究は、レストラン(Gupta et al., 2007)やホテ









































































































































した。分析には、SPSS 16.0 を利用した。 
なお、観光需要は、所得や雇用など経済面（4 章）だけでなく、病気やテロ活動などでも
大きく変化する(Lo et al., 2011)する。5 章では、10 年超の長期間を対象としていたため、
一定増減モデルが適用できたが、5 年程度であると増減幅が大きく適用できなかった。これ






そこで、本研究では、それぞれの期間での動きを見るため、2012 年に対する 2008 年～

















そうした経緯を考えると、2008 から 2012 年、2010 から 2012 年は比較的安定的な時期







































表 6-2 対象地域のサンプル数・人泊・増減率 
 




























































札幌市 193 0 193 3,914 96 97 100 101 1% 5% 3% 0% 北海道
函館市 75 69 144 2,029 103 91 75 77 -23% -25% -15% 3% 北海道
ニセコ・倶知安 346 313 659 204 64 66 72 68 -32% 7% 3% -5% 北海道
富良野市 149 151 300 311 103 93 95 108 8% 5% 16% 13% 北海道
釧路市 61 153 214 538 90 83 78 87 -13% -4% 4% 12% 北海道
網走市 0 637 637 239 89 90 83 85 -15% -4% -6% 3% 北海道
鹿角市 0 119 119 80 104 103 94 74 -26% -29% -28% -21% 観光庁
米沢市 74 66 140 95 73 90 69 60 -40% -18% -33% -13% 観光庁
宇都宮市 41 75 116 287 91 102 105 88 -12% -3% -14% -17% 観光庁
日光市 118 100 218 1,316 61 61 54 51 -49% -16% -17% -7% 観光庁
那須塩原 134 74 208 368 52 52 53 58 -42% 12% 11% 10% 観光庁
箱根町 39 89 128 1,026 68 85 92 97 -3% 42% 13% 5% 観光庁
湯河原町 98 0 98 141 59 79 84 50 -50% -14% -36% -40% 観光庁
村上市 0 133 133 109 98 111 106 104 4% 6% -7% -3% 観光庁
加賀市 134 145 279 577 68 52 60 70 -30% 2% 34% 16% 観光庁
高山市 433 170 603 637 61 65 79 75 -25% 23% 15% -6% 観光庁
下呂市 0 406 406 293 88 85 94 91 -9% 3% 7% -3% 観光庁
東伊豆町 111 0 111 355 55 61 39 56 -44% 1% -8% 44% 観光庁
田辺市 154 62 216 105 75 89 74 74 -26% -2% -16% 1% 観光庁
米子市 156 0 156 247 62 122 101 74 -26% 20% -39% -26% 観光庁
廿日市市 355 250 605 161 88 72 87 107 7% 21% 49% 23% 観光庁
唐津市 193 132 325 131 79 98 58 61 -39% -23% -38% 4% 観光庁
佐世保市 330 0 330 454 75 78 97 101 1% 34% 29% 4% 観光庁
熊本市 0 249 249 597 88 89 100 94 -6% 7% 6% -6% 観光庁
由布市 109 0 109 106 86 83 97 84 -16% -2% 2% -13% 大分県










年から 2012 年を除いた 3 期で、紹介意向(平均、大変そう思う(7 段目)の率)が共通して、有
意な説明変数として選択された(表 6-3)。この他、第 1 群の「昼間人口比率」、第 2 群の来









第2群：情報源「旅行雑誌・ガイドブックの記事」(0-100%) 1.33 0.43 *** 0.62
第3群：紹介意向「大変そう思う(L7)」の率(0-100%) 1.06 0.40 *** 0.61
R Square 0.51 ***




第1群：昼夜間人口比率(0-) 0.01 0.41 *** 0.40 **
第2群：紹介意向「大変そう思う(L7)」の率(1-100%) 1.61 0.61 *** 0.33 *
第2群：同行者「一人旅」(1-100%) -2.18 -0.47 *** -0.32
第2群：目的「観光文化施設を訪れること」(0-100%) 0.74 0.45 *** 0.34 *
R Square 0.67 ***




第2群：情報源「旅行雑誌・ガイドブック」(0-100%) 2.45 0.68 *** 0.45 **
第2群：同行者「一人旅」(0-100%) -2.15 -0.40 ** -0.16
第2群：同行者「カップル」(0-100%) 2.36 0.40 *** 0.39 *
第3群：評価「宿泊施設従業員のおもてなし」(1-7) 0.28 0.30 ** 0.23
R Square 0.59 ***




第2群：同行者「子供連れ家族旅行(未就学児)」率(0-100%) 1.19 0.43 *** 0.50 ***
第3群：紹介意向「平均」(1-7) 0.96 0.42 *** 0.36 *
第2群：来訪回数「2～4回」(0-100%) 1.60 0.38 ** 0.42 **
R Square 0.52 ***








これら選択された説明変数の相関を検証してみると、紹介意向は 2008 年->2012 年で有
意な関係(p<0.05)が確認出来た(表 6-4)。一方、その他の指標候補については、情報源「旅
行雑誌・ガイドブックの記事」のみが 2 期で有意となった他は、1 期のみ、または、全期で
有意とはならなかった。 
 





























































































































































2008->2012年 - - - - - - - - 0.62*** 0.48** 0.61***
2009->2012年 0.40** - - - - - 0.34* - - - 0.33*
2010->2012年 - - - - - 0.39* - - 0.45** 0.34* 0.37*






この他、第 1 群、第 2 群の項目については、いくつかの期において、限定的に有意な関
係性が確認されるに留まった。その中で、情報源「旅行雑誌・ガイドブックの記事」も比
較的高い相関を 2 期、確認出来た。2 期共に、比較的市場環境が安定していた 2008 年、2010
年から 2012 年への増減であるため、紹介意向と同様に、基礎的な人泊トレンドの形成に、
これら紙媒体からの情報源も一定の影響力を持っている可能性が指摘できる。ただ、今回
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H1a CS は 2 種のロイヤルティに直接、影響する。 
H1b リレーションシップ・クオリティモデルは、我が国観光地でも成立する。 
H1c QVS モデルは、我が国観光地でも成立する。 

















































票を、分析対象とした。なお、分析には統計ソフト R(R 2.15.2 GUI 1.53 Leopard build 



























なお、来訪回数と前回来訪時期について見てみると、初来訪者が約 4 割、2 回目以上の再
来訪者が約 6 割となった。再来訪者の前回来訪時期は、全体では 4 割が 1 年以内であり、





表 7-2 同行者別調査サンプル数および比率 
 
 







家族客 1,507 36.3% 39.9%
夫婦(カップル)旅行 1,474 35.5% 24.7%
友人との旅行 745 17.9% 26.8%
一人旅 316 7.6% 8.4%
その他 113 2.7% 0.2%
計 4,155 100.0%
1年以内 1年以上 無回答 計
2回目以上 61.4% 42.8% 47.8% 10.7% 100.0%
2回目 19.7% 20.2% 66.1% 13.7% 100.0%
3回目 11.2% 26.3% 62.5% 11.2% 100.0%








CS と 2種のロイヤルティの関係 
はじめに、CS と 2 種のロイヤルティ(紹介意向と再来訪意向)との関係について検証する。
まず、2 種のロイヤルティを 1 つの尺度として利用した場合の信頼性を確認したところ、ク




ス解析にて検証した。この結果、A2 の方が各種の適合度が高くなった(図 7-1、表 7-4)。































図 7-1 パス図(モデル A1 および A2) 
※パス係数は標準化したもの。全て 1％水準で有意(以降、同じ) 
 













定した信頼感等の 5 種の項目が、1 つの尺度として有効かどうかについて確認した。結果、
因子分析において 5 種全てが対象となる 1 つの因子しか抽出されず、また、クロンバック α





向の方が高い事から、CS と信頼感の因果関係を入れ替え、信頼感が CS を媒介してロイヤ
ルティに影響するモデル（B2）を試したところ、比較的高い適合度をもったモデルが得ら
れた。さらに、統計パッケージが示す修正指標も参考に、信頼感から直接 2 種のロイヤル
ティにパスをつないだところ、さらに、モデルの適合度が高まった(モデル B3)(図 7-2、表 
7-6)。 






























































図 7-2 パス図(モデル B1～B3) 
 



















て設定した 12 種が複数の因子に分かれるかどうかを検証したところ、因子分析では 1 つの










ービス品質を介して CS に影響するというモデル（モデル C2）を試したところ、きわめて


































図 7-3 パス図(モデル C1、C2) 
 
















否かが CS に影響するとされる。そこで、CS に影響するという両者の相対的な関係を明ら
かとするために、モデル C2 に期待凌駕（期待を上回ったか）を追加したモデル D1 を検証
した(図 7-4、表 7-9)。結果、期待凌駕から CS への直接効果の方が、知覚サービス品質か

















































図 7-5 パス図(モデル D2) 
 




























図 7-6 パス図(モデル E1) 
 




































図 7-7 パス図（モデル F1／最終モデル） 
 







なお、モデル修正の中で、モデル B2、B3 で確認された信頼感から CS へのパスは、有意
ではあるものの係数が著しく低くなったため、最終モデルでは、割愛した。これは、信頼
感への影響度の高い知覚サービス品質の CS への直接効果、間接効果によって代替された


















































データ項目については、前段研究のデータ項目に、表 7-13 に掲げる項目を追加した。 
 





行ったところ、最終的に表 7-14 に示す結果(的中率：79.4％、Somers の D：0.59）を得た。 
































































定数 -11.66 0.40 -29.54 0.00
目的：自然の豊かさを体験すること 0.26 0.08 3.13 0.00 1.30 1.10 1.53
目的：地域の文化を体験すること 0.24 0.11 2.26 0.02 1.27 1.03 1.57
目的：温泉に入ること -0.20 0.07 -2.75 0.01 0.82 0.70 0.94
目的：買い物をすること 0.18 0.09 2.08 0.04 1.20 1.01 1.42
目的：地域の祭りやイベント 0.30 0.14 2.18 0.03 1.36 1.03 1.78
目的：目当ての宿泊施設に泊まること 0.18 0.10 1.85 0.06 1.20 0.99 1.46
情報源：家族や知人からの紹介・推奨 0.36 0.08 4.33 0.00 1.44 1.22 1.69
情報源：割引券や優待券 -0.40 0.19 -2.13 0.03 0.67 0.47 0.97
体験：自然環境を中心とした学習・観察活動 0.34 0.16 2.06 0.04 1.40 1.02 1.93
体験：自然環境の中で楽しむアウトドア・スポーツ活動 0.38 0.15 2.46 0.01 1.46 1.08 1.97
体験：工芸・地場産業等を中心とした体験活動 0.56 0.19 2.86 0.00 1.74 1.19 2.55
来訪経験：来訪回数 0.04 0.02 2.60 0.01 1.04 1.01 1.08
知覚サービス品質：自然景観や雰囲気 0.19 0.05 4.03 0.00 1.21 1.10 1.33
知覚サービス価値：費用の適切さ 0.12 0.04 3.24 0.00 1.13 1.05 1.21
信頼：この地域は期待に応えてくれる 0.47 0.05 9.22 0.00 1.61 1.45 1.78
























































図 7-9 宮古島の Web サイト例（宮古島スタイル） 
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で終わる(1 章、5 章) 
*3 市場全体は、パレート法則に従った寡占状態にあり、競争条件は同一ではない(5
章) 
*4 市場での地位によって適切な競争戦略は異なる(1 章、5 章) 
*5 リーダー格でなければ、対象となる市場はごく一部(5 章) 
*6 現に来訪している観光客の動静が地域の将来的な観光客数に影響しうる(6 章) 
*7 口コミでの来訪者は、紹介意向が高まりうる(7 章)。 
*8 事前の期待の高低は、紹介意向に直結しうる(7 章) 。 
*9 日常化した目的(例：温泉）や、割引利用は紹介意向が低下しうる(7 章) 。 
*10 手足を動かすような経験（体験プログラム）は、紹介意向を高めうる(7 章) 。 
*11 態度と行動を合致させる事が必要(6 章)。 


























































































































8.2 結論 ～学術的な視点 
ここまで、実務的な視点から本研究の成果と観光振興策について整理を行ってきたが、
本節では、本研究を学術的な視点より整理する。 
本研究では、3 章で示したように、市場競争モデルと顧客維持モデルという 2 つのモデル
を示して整理を行ってきた。 















 全国 12 道府県、475 市町村の 10 年超の人泊数データを用いて、宿泊観光旅行市場
は、約 1 割の市町村で、全体の約 7 割を占めるという寡占状態にあること、それが





策について検討した(5 章、8 章)。 
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